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表 4-21 コスト削減額 

比較区分 
バイオマス利活用施設 

A 

既存清掃施設 

B 

差引額 

C=A-B 

イニシャルコスト 21 億 5,000 万円 25 億 3,829 万円 ▲3億 8,829 万円 

ランニングコスト（20年間） 24 億円 35 億 6,780 万円 ▲11 億 6,780 万円 

合 計 45 億 5,000 万円 61 億 609 万円 ▲15 億 5,609 万円 

 

⑨ 年度別実施計画 

メタン発酵が安定したことが確認できた段階で、フェーズ 2（5年以内）として、固形燃料化施

設を建設、稼働します。 

表 4-22 年度別実施計画表 

 

 

⑩ 事業の先導性 

 全国の自治体では、一般廃棄物焼却施設、し尿処理場が老朽化し建替え時期を迎えてお

り、更新に合わせて、これらの賦存する廃棄物系バイオマスを、資源として活用する施

設に変換するモデルとなりえます。 

 本町では、今まで複数の廃棄物を複数の処理施設で個別に処理してきましたが、メタン

発酵施設、固形燃料化施設の供用開始後は、既存清掃施設を集約することにより大幅な

コストカットを実現します。 

 固形燃料の生産にあたっては、亜臨界水処理物にエリアンサス、もみがら、木質家具等

のバイオマスを副資材として投入し、半炭化することにより、ペレットの熱エネルギー

量の均一化を図り、性能面で安定した固形燃料を生産します。 

 今回、本町が実施するメタン発酵施設、固形燃料化施設のコンセプトは、施設側が地域

の情勢に応じた「ごみ質の変動に対応しうる施設」で、これまでどおりの分別収集で実

現可能な事業となるため、バイオマス利活用事業の先行事例となります。 

令和2 令和3 令和4 令和5 令和6 令和7 令和8 令和9 令和10 令和11 令和12
(2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028) (2029) (2030)

計
画 ・施設整備計画策定

・実施設計

・施設建設

・施設稼働

　　　　　　　　　　　　年度
 具体取組

・バイオマス産業都市構想

資源循環プロジェクト

ハ
ー

ド

・造成工事

・メーカー選定

ペ
レ
ッ

ト

ソ
フ
ト

・住民説明・広報

・農業者への説明会

▼策定

▼建設 ▼試運転・調整

▼本稼働（供用開始）

▼策定

▼中間見直し
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⑪ 効果と課題 

1） 効果 

固形燃料化により発現する効果は下表のとおりです。 

表 4-23 プロジェクトの効果 

効果項目 内 容 

廃棄物処理コストの低減 イニシャルコスト、ランニングコスト（20 年分）約 15 億円が低

減できます。（メタン発酵施設も含む） 

循環型社会の形成 これまで廃棄物として処理されていた家庭系厨芥類 557.1t/年、

水産廃棄物系バイオマス 147.7t/年、草木系廃棄物 584.8t/年、紙

ごみ 2,179.7t/年を地域で熱エネルギーとして循環できます。 

地域資源の有効活用 これまで廃棄物として処理されていた家庭系厨芥類 557.1t/年、

水産廃棄物系バイオマス 147.7t/年、草木系廃棄物 584.8t/年、紙

ごみ 2,179.7t/年を熱エネルギーとして有効活用できます。 

地球温暖化防止 

（温室効果ガス排出の削

減） 

47t-CO2/年が削減できます。 

再生可能エネルギーの創出 

（エネルギー自給の向上） 

ペレット 1,828ｔ/年、熱量 42,039,400MJ/年の再生可能エネルギ

ーを創出できます。 

地域産業の活性化 へい死魚 66t/年のエネルギー化により、これまで処理費として

3,810 千円/年が不要となり養殖産業が活性化します。 

柑橘類(温州みかん・不知火(デコタン))のハウス栽培、南国フル

ーツのアテモヤ栽培に係る温室内の暖房用燃料、種苗センターに

てアワビやカサゴの種苗生産や中間育成に係る水温管理燃料を固

形燃料化に変換することにより、化石燃料代 2,809 千円/年が不要

となり農水産業が活性化します。 

雇用の創出 固形燃料化施設従事（メタン発酵施設も含む）による雇用 12 名を

創出できます。 

環境意識の向上や環境活動

の活性化 

固形燃料化への転換により、町民の環境意識の向上や環境活動の

活性化ができます。 

災害時におけるエネルギー

の確保 

１年分のペレット 1,828t/年を保管すれば、ペレットボイラー発

電で 1,151,514KWｈ/年、発電機による熱回収で 33,631,520MJ/年

の災害時におけるエネルギーが確保できます。 

 

2）課題 

○ イニシャルコスト、ランニングコストの施設整備計画による精査 

○ 資金調達（固形燃料化施設の整備に係る費用等） 

  



 

４．事業化プロジェクトの内容 

-53- 

 

 

 

バイオマス資源以外の再資源化 

 ビン・ガラス類、鉄・雑鉄類の他、容器包装リサイクル法に基づくその他プラスチック、ビニ

ール類、白色トレイ、発泡スチロール、ペットボトルについては、資源ごみの種類ごとに収集指

定日を設け、住民の皆さんから分別排出された後、南伊勢町営再資源化処理施設「さいたエコセ

ンター」やクリーンセンターなんとう場内にある「南島清掃センター」、南勢一般廃棄物最終処分

場の場内にある「清掃センター」の 3施設で、リサイクル事業者へ引き渡す前に洗浄、圧縮減容、

溶解減容等の中間処理を行っています。 

 町民の間では、限りある資源を大切に活用する 3Ｒ(Reduce、Reuse、Recycle)の考え方が醸成さ

れており、平成 21 年 1 月 23 日より南伊勢町廃棄物減量等推進審議会、商工会、地元商店と連携

し、町内商店でのレジ袋有料化、マイバック持参運動を全国的な取組に先駆けて実践、休日には

地産地消の青空市、フリーマケットが開催されるなど低炭素社会への移行に向けた町民生活が営

まれています。 

 
写真 4-10 バイオマス以外の再資源化処理 

圧縮減容

圧縮減容

溶解減容

収集されたプラスチック

収集された発泡スチロール

収集されたペットボトル

プラスチックベール

発泡スチロールインゴット

ペットボトルベール

コ ラ ム 
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4.2.2 耕作放棄地解消・農福連携バイオマスプロジェクト 

 

① 事業概要 

本事業では、南海トラフ地震対策や耕作放棄地対策として、行政が進めている事業計画の一環

として、町内の耕作放棄地に資源作物のエリアンサスを栽培し、南海トラフ地震等の災害時にお

ける再生可能エネルギーの燃料供給地としての利用や障がい者等によってエリアンサスの栽培・

収穫・回収・加工の一連の作業を行うことで、障がい者の生きがいや年収の向上を図ります。ま

た、災害時はこれらの栽培地を仮設住宅地として活用して、国土強靭化も図ります。 

 

本プロジェクトは、農業の課題（耕作放棄地解消対策）と、福祉の課題（障がい者就労支援対

策、元気な高齢者の生きがいづくり）を資源作物の生産を通し解決することを目的としています。 

このため、野生動物の食害により耕作放棄された農地を、公益財団法人三重県農地中間管理機

構の協力を仰ぎながら集積・集約化を図り、資源作物を町内障がい者福祉サービス事業所、シル

バー人材センターと連携して栽培します。これにより、再生可能エネルギーの資源確保を行いま

す。 

エリアンサスによるバイオマス利活用につ

いては、栃木県さくら市（令和元年度バイオマ

ス産業都市選定）の事例のように耕作放棄地

での栽培方法、ペレット燃料加工・温浴施設で

の利用があり、今後はさくら市の事例を参考

として全国への波及が期待されます。本町に

おける実現には、施設整備だけでなく、生産農

地の確保と担い手の確保対策として、障がい

者福祉サービス事業所、高齢者との協働が最

も重要な要素となります。このため、施設整備

に関するハード事業とともに、農福連携の仕

組みづくり等のソフト事業を計画的に推進し

ます。 

栽培する資源作物は以下の①～⑥の要件を

満たす資源作物を選定するものとして平成 30

年度より国立大学法人三重大学、障がい者福

祉サービス事業所と連携して取組を進め、エ

リアンサス、ヒマワリ、エゴマ等の作物を選定

しています。 

 

 

 

                       図 4-8 耕作放棄地解消・農福連携バイオマス

プロジェクトのイメージ図 

ひまわりなど

エリアンサス

液肥を利用して
資源作物を栽培

障がい者
福祉サービス

事業所

シルバー
人材センター

耕作放棄地の整備

メタン発酵施設

液肥
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① 生態系への影響に配慮した作物であること（遺伝的攪乱防止の視点） 

② 種子管理又は株等の管理が容易であること（侵略的外来種繁茂防止の視点） 

③ 収穫期が南伊勢町の推進する農産物と同時期にならないこと（既存農業保護の視点） 

④ 収穫後の保存方法が容易であること（長期活用の視点） 

⑤ 特産品原料、観光資源等が期待できる作物であること（二次的メリットの視点） 

⑥ 連作障害を起こさない作物であること（継続性の視点） 

 

 

図 4-9 農福連携によるバイオマス資源作物栽培事業概要図 

 

② 事業主体 

 南伊勢町 

障がい者福祉サービス事業所（4 事業所：就労系通所者 57人） 

シルバー人材センターの支援（登録者数 64人、うち農業機械操業可能人材 5人) 

表 4-24 障がい者福祉サービス事業所 

事業所名称 所在地 通所者※ 職員数※ 

就労支援事業Ｂ型 かもめ 南伊勢町村山 1131-2 19 人 9 人 

就労支援事業Ｂ型 かえで 南伊勢町五ヶ所浦 4147 17 人 5 人 

就労支援事業Ｂ型 ファイト 南伊勢町神津佐 1158 12 人 12 人 

就労支援事業Ｂ型 みのり 南伊勢町五ヶ所浦 3910-1 9 人 7 人 

合  計 57 人 33 人 

※ 就労系通所者数及び職員数は令和 2年 8月 31 日時点である。 
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③ 計画区域 

 南伊勢町内 

 

 

農福連携 「農業」＋「福祉」 

農福連携は、障がい者等が農業分野で活躍することを通じ、自信や生きがいを持って社会参画

を実現していく取り組みです。 農福連携に取り組むことで、障がい者等の就労や生きがいづくり

の場を生み出すだけでなく、担い手不足や高齢化が進む農業分野において、新たな働き手の確保

につながる可能性もあります。 

 

 

写真 4-11 農福連携の事例（北海道芽室町） 

出典：福祉分野に農作業を（令和 2年 3月）農林水産省 

 

  

コ ラ ム 
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④ 原料調達計画 

資源作物を利用し、獣害により食品としての農産物栽培が困難かつ、景観形成作物を栽培して

も人目につかない集落から離れた耕作放棄地における農地再生に取り組むため、資源作物の活用

に向けた栽培ほ場を整備します。 

 また、エリアンサスは、土壌適応範囲が広く、多年生で 10a あたり約 4ｔの収量が確保でき、野

生動物による食害も無いことから、高額な恒久柵等の整備も不要です。 

農地は、公益財団法人三重県農地中間管理機構を活用し、農地を集積・集約化を図り障がい者

福祉サービス事業所等と協力して進めます。 

また、業務を細分化して作物毎に、障がい者の担う業務区分（消化液散布など）、高齢者の担う

業務（刈り取りなど）とし、協働の取り組みを予定しています。 

 

表 4-25 資源作物の原料調達計画 

バイオマスの種類 t/年 原料調達計画 

資源作物   

 草木系資源作物   公益財団法人三重県農地中間管理機構を活用し、障がい者

福祉サービス事業所等に農地を集積・集約化して栽培しま

す。 

 ヒマワリ 80  人目につく耕作放棄地で栽培します。 

 10a あたり約 4ｔの収量と想定します。 

 2.0ha で 80ｔを生産します。 

エゴマ 0.5  10a あたり約 4ｔの収量と想定します。 

 125 ㎡で 0.5t を生産します。 

エリアンサス 300  エリアンサスは、土壌適応範囲が広く、多年生で10aあたり

約4ｔの収量が確保できます。 

 7.5haで 300tを生産します。 

 獣害により食品としての農産物栽培が困難かつ、景観形成作

物を栽培しても人目につかない耕作放棄地で栽培します。 

 

 

写真 4-12 消化液を液肥活用した耕作放棄地におけるヒマワリの試験栽培 

令和元年度 国立大学法人三重大学委託事業 
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   エリアンサス  

エリアンサスは、年間乾物収量 4t/10a～5t/10a 程度の高い乾物生産性を示し、永続的に生産性

を維持し、構成成分の灰分割合は 6.5％少ないセルロース系資源作物です。機械収穫には既存の飼

料用収穫機械が利用できます。 

エリアンサスの株分け移植 1 年目の乾物収量は約 2t/10a 程度ですが、年次毎に増加し、移植 3

年目には 4t/10a～5t/10a に達し、高収量性は 4年目以降も維持します。 

 

写真 4-13 エリアンサスの立毛乾燥（左）、飼料用収穫による収穫作業（右）様子 

出典：農研機構 

写真 4-14 エリアンサスの活用事例（栃木県さくら市） 

出典：バイオマスの活用をめぐる状況（令和 2年 4月）農林水産省 

コ ラ ム 


